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１. 当社は、現在使用中の周波数を最大限有効に活用するため、都市部での効率的エリア構築、山間・僻地

等のルーラル地域へのエリア展開等を積極的に推進。この結果、高い周波数利用効率を達成。

２. 800MHz帯再編に関する当社の考え方

（１） 800MHz帯再編の目的は、長期的視点から移動通信システムの高度化と利用拡大のため、

700/900MHz帯周波数を新たに使用可能とすること、及び、800MHz帯を再配置し、効率的に使用可

能とすること。

（２） この目的のため、多くの組織から専門家が参加し、３年以上にわたり詳細な技術検討が進められて

きた。当社も、この技術検討に積極的に参画し、多くの貢献を果してきたところ。

（３）当社は、800MHz帯で現在使用している58MHzの周波数を30MHzに整理・縮小すること、再編に合わ

せ、膨大な数の既設基地局の周波数配置換えを実施するなど、再編実現に向け、引き続き協力を行

う考え。

（４） 800MHz帯再編を促進させるために、2GHz帯ＦＯＭＡに関する積極的な技術開発や設備投資も実施。

（５） さらに、再編の確実な実施には、当社の4,000万の既存ＰＤＣユーザがFOMAへ円滑に移行できるよ

う、FOMA用の周波数が適切に確保されることが必要不可欠。このため、2GHz帯の40MHzに加え、

新たな周波数帯における周波数の確保が必要。

（６）新たな800MHz帯は、今後相当の期間、全国での面的な使用は困難な周波数であるが、周波数配置

換えの作業を行いつつ、都市部のスポット的な特定箇所において使用することは、電波の効率的

利用のために有効。

意見の骨子意見の骨子
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１．周波数利用効率の現状１．周波数利用効率の現状

PDC

ＦＯＭＡ

ＦＯＭＡ
PDC

58.6万人／MHz
（ 66.8万人／MHz※2）

69MHz
（34.5MHz×2）

40,467,600800MHz/1.5GHz帯

23.5万人／MHz
30MHz
（15.0MHz×2）

7,064,3002GHz帯

参考

48.0万人／MHz
99MHz
（49.5MHz×2）

47,531,900全帯域

周波数利用効率周波数利用効率帯域幅帯域幅加入者数加入者数※※11周波数帯・方式周波数帯・方式

※1・・・TCA公表2004年10月末現在の加入者数

※2・・・PDCピーク時（2003年8月）の周波数利用効率（4408万人÷66MHz）

ドコモ 韓国 韓国
（2GHz帯含む）

中国米国ﾌﾗﾝｽ ﾄﾞｲﾂ ｲﾀﾘｱ ｲｷﾞﾘｽ

全国加入者数／全国加入者数／ＭＨｚＭＨｚ 最大都市圏の加入者数／最大都市圏の加入者数／ＭＨｚＭＨｚ

① ドコモの周波数利用効率

② 主要国との比較

東京

※１・・・エッセン、ドルトムントなどを含む一帯

50

0
ドコモ 韓国 韓国

（2GHz帯含む）

中国米国ﾌﾗﾝｽ ﾄﾞｲﾂ ｲﾀﾘｱ ｲｷﾞﾘｽ
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10
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6

0

ソウル ロンドンミラノパリ ニューヨーク 上海ライン北部※１

4

2

出典：

都市圏人口： 国連 “Urban Agglomerations 2003”

定義：

都市圏： 都市人口密度レベルを連続して形成しているエリア

（国連 “Urban Agglomerations 2003” で定義）

最大都市圏： 都市圏のうち、圏内人口が最大のもの

最大都市圏の加入者数： 最大都市圏の人口に携帯電話加入率を乗じたもの

235

99

[万人] [万人]
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２．周波数有効利用のための小ゾーン化の推進２．周波数有効利用のための小ゾーン化の推進

東京２３区の例 （ＰＤＣ）

＜小ゾーン化実績＞

新宿駅周辺15局の平均基地局間距離＝450m

渋谷駅周辺14局の平均基地局間距離＝350m

＜小ゾーン化実績＞

新宿駅周辺15局の平均基地局間距離＝450m

渋谷駅周辺14局の平均基地局間距離＝350m

小ゾーン化の推進の現状小ゾーン化の小ゾーン化の推進の現状推進の現状

２３区内のトラヒックの集中しているエリアにおいては

極限まで小ゾーン化を行い周波数を有効利用

不規則な基地局配置となっているため、基地局間の

干渉発生の確率が増し、周波数配置設計には多大

な稼動が必要

新宿地区の基地局エリアの半径(セル半径)は既に

１００m未満のところもある。これ以上の小ゾーン化は

移動中のハンドオーバが追随できない等、方式的にも

限界。

：１基地局エリア（凡例）
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３．携帯電話用周波数の利用拡大の見込み３．携帯電話用周波数の利用拡大の見込み

ＦＤＤ方式

７００ＭＨｚ ８００ＭＨｚ ９００ＭＨｚ １.５ＧＨｚ １．７ＧＨｚ ２．０ＧＨｚ ２.０ＧＨｚ ２.５ＧＨｚ

ＴＤＤ方式

２０１２
年度以降

２０１１
年度

２０１０
年度

２００９
年度

２００８
年度

２００７
年度

２００６
年度

２００５
年度

２００４
年度

新規周波数新規周波数 新規周波数新規周波数

新規周波数新規周波数 新規周波数新規周波数

新規周波数新規周波数

アナログＴＶ

使用停止

ＰＤＣ・ｃｄｍａ2000

使用中

ＰＤＣ

使用中

Ｗ-ＣＤＭＡ・

ｃｄｍａ2000

使用中

・ドコモ

・ＫＤＤＩ

・ドコモ

・ツーカー

・ボーダフォン

・ドコモ

・ＫＤＤＩ

・ボーダフォン

2006年度
使用開始予定

2006年度
使用開始予定

ＩＴＵにおいて
利用方法を
検討中

対で使用

移行・集約

新規周波数既存周波数
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４．８００ＭＨｚ帯の周波数再編への取組み４．８００ＭＨｚ帯の周波数再編への取組み

８００MHz帯再編は、長期的視点から移動通信産業全体の発展を目指した国家的大プロジェクト。再編案は総務省、携帯電話事業

者、テレビ放送事業者、製造業者、学識経験者、等の多くの専門家の多大な努力の賜物。

情報通信審議会、ＡＲＩＢ調査検討会等の公式な場において３年以上の期間をかけ、延べ３４組織、１８２名もの関係者が技術検討、

フィールド調査などを精力的に行ってきた。（次ページ参照）

８００ＭＨｚ再編案策定までの道のり８００ＭＨｚ再編案策定までの道のり８００ＭＨｚ再編案策定までの道のり

ARIB検討会
携帯電話用周波数の有効利用のための移動業務用
周波数の高能率利用に関する調査検討会携帯電話用として、新たに700/900MHz帯の周波数を使用可能とする。

－ 国の施策として推進中の地上テレビ放送のデジタル化完了時期に合わせ、2012年には、700MHz帯と対となる900MHz帯の

使用を可能とする。

細分化され、かつ、送受信方向も諸外国と異なっている現在の周波数配置を見直し、効率的に使用可能とする。

－ 広帯域を使用する高度な無線通信方式が使用可能となるよう、細分化されている周波数配置を整理。

－ 基地局と端末の間の送受信方向を逆転し、諸外国と整合のとれた周波数配置とすることで、韓国等の隣国との干渉を避け、

有効に利用可能とする。

８００ＭＨｚ再編の目的８００ＭＨｚ再編８００ＭＨｚ再編の目的の目的

ドコモとしての再編への対応ドコモとしての再編への対応ドコモとしての再編への対応

再編案策定の技術検討に参画し、積極的に貢献。

700MHz帯周波数を確保するための地上アナログＴＶ放送の周波数変更対策についても、財源となる電波利用料の半分近くを

負担することで、間接的に貢献。

再編実現に向け、今後引き続き、以下の協力を行う考え。

－ 現在の58MHzの周波数幅が30MHzに削減されることを 受け入れ。

－ 周波数再編を優先し、800MHz帯の現在の配置でのFOMA の導入を見合わせ。

－ PDCから2GHz帯FOMAへ移行を促進するため、積極的な技術開発と設備投資を実施。

－ 膨大な数の800MHz帯のPDC既設基地局について、再編に合わせ、周波数配置換えを実施。
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平成１３年度
（２００１）

平成１４年度
（２００２）

平成１５年度
（２００３）

平成１６年度
（２００４）

審議
開始

審議
開始

ARIB調査結果を反映

基地局班

移動局班

（ご参考）８００ＭＨｚ帯再編案策定までの道のり（ご参考）８００ＭＨｚ帯再編案策定までの道のり

以下の技術的条件を答申
800MHz帯における周波数配置の全体像
IMT-2000システム導入の技術的条件
放送用周波数との共用可能性の推定

ドコモドコモは、情通審やは、情通審やARIBARIB等における検討へ参画し、技術検討、等における検討へ参画し、技術検討、フィールドフィールドでの干渉測定などに積極的に寄与してきたでの干渉測定などに積極的に寄与してきた

800MHz帯へW-CDMAを

導入するための技術的

条件を答申

ドコモ、KDDI、移動無線センター等
の事業者、製造業者など、延べ18
組織・ 23名で構成

ドコモ、KDDI、ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ、 移動無線
センター、NHK、NTV、TV朝日等の事
業者、製造業者等、延べ22組織・66
名で構成

開始

報告

開始

報告

開始

報告

ARIB調査結果を反映 ARIB調査結果を反映

情報通信審議会
（携帯電話等周波数
有効利用方策委員会）

ARIB
（携帯電話用周波数の有効利用の

ための移動業務用周波数の高能

率利用に関する調査検討会）

答申 答申

移動通信システム間

干渉検討グループ

◆構成員等
ドコモ、KDDI、移動無
線センター等の事業者、
製造業者等、延べ22
組織・70名で構成

◆構成員等
ドコモ、KDDI、 ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ、
移動無線センター、NHK、
NTV、TV朝日等の事業
者、製造業者等、延べ
20組織・23名で構成

IMT-2000高度化
方策作業班

800MHz帯有効利用作業班
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５．８００ＭＨｚ帯の使用の見込み５．８００ＭＨｚ帯の使用の見込み

IMT-2000↑ IMT-2000↓

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

Ｍ
Ｃ
Ａ
(R)

↑

PDC↑

ｃ
ｄ
ｍ
ａ
↑

地
域
防
災

ﾊﾟｰ
ｿﾅ
ﾙ

空
港
Ｍ
Ｃ
Ａ

↓

ｃ
ｄ
ｍ
ａ
↑

地域
防災
↑↓

MCA↓ cdma↓ PDC↓PDC↓

空
港
Ｍ
Ｃ
Ａ

↑

ｃ
ｄ
ｍ
ａ
↓

ｃ
ｄ
ｍ
ａ
↓

Ｍ
Ｃ
Ａ
(R)

↓

PDC↓

P

D

C

↓

携帯電話（ ） 使用期限：
2012年7月24日

空港MCA使用期限：
2010年5月31日

MCA（R）使用期限：
2007年5月31日

地域防災使用期限：
2011年5月31日

空港MCA使用期限：
2010年5月31日

MCA（R）使用期限：
2007年5月31日

地域防災使用期限：
2011年5月31日

815 820 825 830 835 840 845 850 855 860 865 870 875 880 885 890810 900 905895

各周波数（①～⑥）の使用の見込み各周波数（各周波数（①①～～⑥⑥）の使用の見込み）の使用の見込み

現在の周波数配置（800/900MHz）と再編案現在の周波数配置（現在の周波数配置（800/900MHz800/900MHz）と再編案）と再編案

MCA↑

958

＜都市部＞

○ 総務省の割当方針案の60ＭＨｚのうち、20ＭＨｚのみが2012年以前に使用できる可能性がある。

○ PDCからFOMAへの移行は、基本的にユーザの選択によるものであること、周波数配置換えの作業量が膨大である

こと等から、使用の見込みは不確定。

現在

再編案

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

①

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

②

③

④

⑤

⑥

使用不可能

使用不可能

使用不可能

使用不可能

使用不可能

使用不可能

全国で
使用可能

全国で
使用可能

全国で
使用可能

全国で
使用可能

全国で
使用可能

全国で
使用可能

PDCの移行状況等により
利用箇所が増加

干渉を避けながら
スポット的に利用可

K
D
D
I

D
o
C
o
M
o

＜ルーラル＞
○ 当社としては、山間、僻地等のルーラル地域での携帯電話エリア化への強い要望に応えるため、既設無線局との

干渉が避けられる場合に使用する考え。
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停波が必要な

ＰＤＣ周波数

下り回線はFOMAと周波数が重なる

5MHzと、上り回線は両側の隣接する

9ＭＨｚの範囲のPDCを停波する必要

がある。

対象範囲が限定されるので、周波数

の配置換えを個別に調整可能。この

際、周波数配置換えに伴う諸作業が

必要な局は数十局程度。

６．800MHz帯再編過程における特定箇所でのスポット的利用６．800MHz帯再編過程における特定箇所でのスポット的利用

周波数配置換

えが必要な

干渉エリア

干渉エリア

F1

F2 F4 F5

F3 F6

F7 F11

F12

F16

F8

F9

F10 F13 F14

F15

F19 F20

F21

F17

F18

F2 F4 F5

F3 F6

F7 F11

F12

F16

F8

F9

F10 F13 F14

F15

F19 F20

F21

F17

F18

F1

F1 F2

F3

F4 F5

F6

F13 F14

F15

F7 F8

F9

F16 F17

F18

F19 F20

F21

スポット的利用により、ＦＯＭＡの周波数逼迫対策に有効に利用可能スポット的利用によりスポット的利用により、ＦＯＭＡの、ＦＯＭＡの周波数周波数逼迫対策に有効に利用可能逼迫対策に有効に利用可能

FOMAで使用

周波数軸

停波が必要なＰＤＣ 停波が必要なＰＤＣ

上り回線

ＰＤＣ下り回線 ＰＤＣ下り回線

ＰＤＣ下り回線 下り回線

：停波対象となるPDC周波数

スポット的利用

（9ＭＨｚ）（9ＭＨｚ）
FOMAで使用

＜他の無線システムとの干渉が避けられる場合＞

【ＦＯＭＡ下り回線】

【ＦＯＭＡ上り回線】

停波が必要なＰＤＣ
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７．必要周波数予測 と使用周波数帯の展望７．必要周波数予測 と使用周波数帯の展望

※ 当面、限定的なスポット利用によるトラヒック吸収

２０

４０

０

６０

８０

１００

１２０

（所要周波数幅：ＭＨｚ）

年 度

2004（H16） 2005（H17） 2006（H18） 2007（H19） 2008（H20） 2009（H21）

2GHz 

1.7GHz 

800MHz※

利用周波数の拡大800ＭＨｚ帯の再編促進にはＰＤＣ4000万

ユーザのＦＯＭＡへの移行が必須

周波数利用効率周波数利用効率

・ＰＤＣの周波数利用効率（約60万加入／ＭＨｚ）

の実績、ＦＯＭＡのデータトラヒックの実績、

当面の使用可能周波数幅等を考慮し、1ＭＨｚ

当たりの加入者数を50万程度と仮定

・今後のデータトラヒックの増加により、この仮定

よりも下回ることがあり得る

・携帯電話用周波数の拡大のために、1.5GHz帯を

含め他周波数帯の検討も必要

前提条件前提条件

必要周波数予測必要周波数予測

携帯電話用周波数の拡大等携帯電話用周波数の拡大等

・ ＰＤＣからＦＯＭＡへの加入者移行予測及び

トラヒック実績より、

2006年（平成18年）度 80ＭＨｚ

2008年（平成20年）度 100ＭＨｚ

の周波数幅が必要

・電技審のトラヒックモデルに基づく所要周波数

幅予測では、より広い周波数幅が必要とされて

いる。

電技審モデルに基づく予測

＊本資料は、 「携帯電話用周波数の利用拡大に関する検討会」への資料提供を目的に作成されたものです。
＊本資料は、現時点での情報・前提に基づき作成されており、当社の開示情報の基礎となっている分析等と
一致・共通しておりますが、あくまで「携帯電話用周波数の利用拡大に関する検討会」での議論に 提供する
ためのみに作成されたものです。

必要周波数予測
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携帯電話用として使用されている周波数の集約・移行について携帯電話用として使用されている周波数の集約・移行について

８．携帯電話用周波数帯に関する検討事項 （１/５）８．携帯電話用周波数帯に関する検討事項 （１/５）

(１) 移行先の周波数帯について

・ 既存周波数の高度利用を目的として、国の施策として集約・移行を進めるものである

ことから、現行ユーザへの持続的・安定的なサービス提供に必要な周波数幅が、移行

先周波数帯において適切に確保されることが必要。

・ 800/900MHz帯周波数の集約・移行においても、当社の4,000万の既存ＰＤＣユーザ

が円滑に移行できるよう、ＦＯＭＡ用周波数が、2GHz帯（40MHz）の他、1.7GHz帯、

800MHz帯等において、適切に確保されることが必要。

１

(２) 周波数移行後の周波数利用のあり方

・ 再編中の800MHz帯については、現行ユーザへのサービスを維持・継続しつつ、再編を

円滑に行うために利用されるべきものであり、新たな周波数割当ての対象ではない。

・ 周波数移行後の跡地周波数（700/900MHz帯）については、新たな周波数割当となる

ことから、電波法に定める特定基地局の開設に関する手続き等により、公平に事業者

の選定が行われることが適当。
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８．携帯電話用周波数帯に関する検討事項 （２/５）８．携帯電話用周波数帯に関する検討事項 （２/５）

新規事業者に対する周波数割当てについて新規事業者に対する周波数割当てについて２

新規事業者に求められる必須要件及び選定基準について新規事業者に求められる必須要件及び選定基準について３

・ 既存事業者が、そのユーザに対して持続的・安定的にサービスを提供するため、必要

とする周波数が確保されることを前提として、新規事業者に周波数割当てが行われる

ことに反対しない。

・ 再編中の800MHz帯については、前述のとおり、現行ユーザへのサービスを維持・継

続しつつ、再編を円滑に行うために利用されるべきものであり、新たな周波数割当て

の対象ではない。800MHz帯は、今後相当の期間、全国での面的な使用は困難な周

波数であるが、周波数配置換えの作業を行いつつ、都市部のスポット的な特定箇所

において使用することは、電波の効率的利用のために有効。

・ お客様への確実かつ安定的サービスの提供の観点から、以下の事項を審査。

－ 事業開始の期限

－ 全国でのサービス提供

－ 事業開始後、一定期間内の人口カバー率

－ 電話及び高速データの提供

－ 技術基準への適合性

－ ネットワークの信頼性、耐災害性

－ 一定の周波数利用効率を満たすための技

術的方策、基地局建設計画、顧客収容計画

－ 事業計画の確実性

－ 事業運営の安定性、継続性、信頼性
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８．携帯電話用周波数帯に関する検討事項 （３/５）８．携帯電話用周波数帯に関する検討事項 （３/５）

周波数の逼迫度合及び利用効率の評価について周波数の逼迫度合及び利用効率の評価について４

無線局免許から一定期間経っても利用が低い周波数の扱いについて無線局免許から一定期間経っても利用が低い周波数の扱いについて５

・ 当該事業者の周波数利用効率等が、以下を満たしている場合には、逼迫度合が

高いと認められることから、周波数の追加割当てを行うことが適当。

（１）将来の周波数利用効率
－ 実績を基にした概ね２年後の加入者数予測から算出した周波数利用効率（全国での

周波数当りの加入者数）が、一定の値を満たすこと

（２）現在の周波数利用状況
－ 現在の周波数利用効率が、一定の値を満たすとともに、電波の効率的利用を確保する

ための技術の採用状況等も合わせて評価

（３）周波数利用効率の基準
－ 上記の周波数利用効率の評価にあたっては、加入者当りの音声及びデータトラヒック量

について、各社共通のモデルを用いる必要があり、詳細は、専門家による検討が必要。

・ ３年ごとの実施が制度化されている電波利用状況調査の結果、利用度合が著しく低い

場合には、当該事業者の割当幅の削減を行うなど、効率的利用促進の施策が必要。
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（３） 全国カバーのための設備コスト（３）（３） 全国全国カバーカバーのための設備のための設備コストコスト

８．携帯電話用周波数帯に関する検討事項 （４/５）８．携帯電話用周波数帯に関する検討事項 （４/５）

（１） 都市部・ルーラルの基地局規模（１）（１） 都市部・都市部・ルーラルルーラルの基地局規模の基地局規模 （２） 都市部・ルーラルの基地局数比（２）（２） 都市部・都市部・ルーラルルーラルの基地局数比の基地局数比

※周波数による無線設備等の価格差はない

都市部 30～40m

15～20m

設備
コスト

ビル屋上利用タイプ 鉄塔設置タイプ

基礎・基礎・アンテナアンテナ支柱支柱

無線設備無線設備 基礎・鉄塔基礎・鉄塔

無線設備無線設備

１１ ：： 0.0.33

ルーラル

全国展開に必要な設備コストの差 約15％程度全国展開に必要な設備コストの差全国展開に必要な設備コストの差 約約1515％％程度程度

全国カバーの設備コスト ＝ （都市部の設備コスト×都市部の局数＋ ルーラルの設備コスト×ルーラルの局数）

したがって、 ２ＧＨｚ帯の設備コスト ： ８００ＭＨｚ帯の設備コスト

＝ （1×2+0.3×2 ） ： （1×2+0.3×1 ）

＝ 2.6 ： 2.3
※ 但し、ルーラルで地形制限のために周波数の差が

問題とならない局を考慮すると、この差は縮まる

2GHz帯のセル半径：800MHz帯のセル半径

＝ 1 ： 2 ※伝搬損失の差＝約10dB

2GＨｚ
800MＨｚ

ルーラルでは谷間・海岸線等、エリアが線状となるため、
セル半径に比例して局数が増す。但し盆地など地形でエ
リアが制限される場合は局数は増えない。

都市部：ルーラル ＝ 22 ：： 11

800MHｚ帯の局数比
（PDC局数比からの類推）

2GHｚ帯の局数比
（ルーラルの局数が2倍と仮定）

都市部：ルーラル ＝ 22 ：： 22

２ＧＨｚ帯と８００ＭＨｚ帯の設備コストに関する考察２ＧＨｚ帯と８００ＭＨｚ帯の設備コストに関する考察６

ルーラル

－ モデルによる考察 －
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８．携帯電話用周波数帯に関する検討事項 （５/５）８．携帯電話用周波数帯に関する検討事項 （５/５）

マルチバンド化は、同一周波数帯でまとまった周波数幅が確保できないために、以下のデメリットはマルチバンド化は、同一周波数帯でまとまった周波数幅が確保できないために、以下のデメリットは
あるが、やむをえない手段として採用しているもの。あるが、やむをえない手段として採用しているもの。

マルチバンド化に伴い、ネットワーク装置および移動機のコスト増加が発生。

デメリット①

デメリット②

移動機価格増加分：約１,５００円

（部品・材料費及び出荷時の調整・品質検査費）

（１） デバイス（フィルタ類、パワーアンプ）

の２周波対応および小型化

（２） シンセサイザの広帯域化

（３） アンテナの２周波対応

移動機

アンテナ価格増加分：１基地局あたり約２５０万円

（全国１万局と仮定すると、約２５０億円の

設備コスト増加となる）

アンテナの２周波対応
ネットワーク

装置

コスト増加コスト増加技術的課題技術的課題

事業者間の周波数境界においては、干渉の問題から実際の加入者容量が低下する。

マルチバンド化により同一周波数帯での事業者数が増えるほど、周波数境界も増え、

周波数の利用効率が低下していくこととなる。

－ モデルによる考察 －マルチバンド化に関する考察マルチバンド化に関する考察７


